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多文化化する地域社会

各年末における在留外国人数（総数）の推移（1995年～2024年）
（在留外国人統計（旧登録外国人統計）より菊池作成）

2024年末で
3,768,977人に！

1995年末は
1,296,562人

東日本大震災
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各年末における在留外国人数（総数）の推移（2012年～2024年）（在留外国人統計より菊池作成）
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多文化化する地域社会（多国籍化が進展）

多文化化する地域社会

（2025年10月10日
出入国在留管理庁報道発表資料より）
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多文化化する地域社会

（2025年10月10日
出入国在留管理庁報道発表資料より菊池作成）
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多文化化する地域社会
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出入国在留管理庁報道発表資料より菊池作成）
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仙台国際交流協会では、仙台市が設置

した仙台市災害多言語支援センターを

3月11日から運営。

言葉や文化の違いから情報を得られな

いため支援を受けられないおそれがあ

る外国人に対し、必要な情報を多言語

化して提供した。

東日本大震災での仙台市における外国人被災者支援

東日本大震災での仙台市における外国人被災者支援

• 災害多言語支援センターは、大規模災害時の外

国人への情報提供や相談対応を目的として設

置される臨時機関。

• 9割以上の都道府県・政令市で、災害時に災害

多言語支援センターもしくはそれに類する機関

の設置が検討されている（2024年10月調べ）。

• 災害多言語支援センターを設置したことがある

都道府県および政令市は約4割に上る（自治体

国際化協会2023）。
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さまざまな「かたち」（「やさしい日本語」、多言語／ 文字、音声）と「方法」で届ける。

• ラジオ（エフエム仙台、コミュニティFM）

• ウェブサイト、SNS（Facebook、Twitter）

• メールマガジン

• 避難所などの巡回

• 電話（相談対応）

東日本大震災での仙台市における外国人被災者支援

日本安全教育学会ほか2011

年9月『東日本大震災におけ

る学校の被害と対応に関する

ヒアリング調査 記録集』

外国人への対応の際、「災害時多言語表示シー

ト」が役立った（仙台市立原町小学校）

区役所や国際センター等の巡回訪問は、要援護

者、路上生活者、外国人の対応に役立った
仙台市教育局2011年9月

『仙台市 各学校における震災

対応』に関するまとめについ

て

東日本大震災での仙台市における外国人被災者支援
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「顔の見える」関係づくりを通じて、大規模災害時のようにマニュアルで

は対応できない状況下においても機能するネットワークを築く

多文化共生時代に求められる連携・協働・ネットワーク

内閣官房 新型インフルエンザ等対策有識者
会議
第14回新型コロナウイルス感染症対策分科
会（2020年11月9日）

多文化共生時代に求められる連携・協働・ネットワーク
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多文化共生時代に求められる連携・協働・ネットワーク

多文化共生時代に求められる連携・協働・ネットワーク
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「東日本大震災における外国人被災者アンケート」
（仙台国際交流協会2011）

得られた

 114人

（41％）

得られない 

154人

（55％）

無回答

12人（4％）

Q. ３月１１日の当日や翌日に、必要な情報を得ることができましたか？

「得られなかった」理由（複数回答可）

115人 携帯やＰＣが使えない

63人 アクセスがわからない

55人 母語での情報不足

７人 その他

多文化共生時代に求められる連携・協働・ネットワーク

Q.仙台市災害多言語支援センターからの情報を受け取ったか？

受け取った, 

66人

（23.6％）

受け取らない

203人

（72.5％）

無回答

11人（3.9％）

「東日本大震災における外国人被災者アンケート」
（仙台国際交流協会2011）

多文化共生時代に求められる連携・協働・ネットワーク
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• 多文化社会でのコミュニケーションでは、情報の受け手のことを考えて、情

報のかたちと情報の届け方 も多様化することが求められる。

• 多言語情報提供によって、外国人被災者に「安心」を届けることが期待でき

る。ただし、災害時（特に災害発生直後）の多言語情報提供では、情報の速報性、

個別性、流通性の３つの観点から、有効性に限界があることも留意する（「公

助の限界」としての多言語情報提供）。

• 外国人コミュニティも多様化していることから、多様なチャンネルを通じて

情報提供する必要がある。また、一方通行の情報発信ではなく、相互のコ

ミュニケーションによってニーズ把握に努めることが求められる（「情報保障」）。

多文化共生時代に求められる連携・協働・ネットワーク
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